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匿冒
平成 27年度秋期

ITストラテジスト試験

午後 l 問題

12:30~14: 00 (1時間 30分）

注意事項

1. 試験開始及び終了は，監督員の時計が基準です。監督員の指示に従ってください。

2. 試験開始の合図があるまで，問題冊子を開いて中を見てはいけません。

3. 答案用紙への受験番号などの記入は，試験開始の合図があってから始めてください。

4. 問題は，次の表に従って解答してください。
_ ’  

問 1～問4

2問選択

号

法

番

方
題

択

問

選

＇ 

5. 答案用紙の記入に当たっては，次の指示に従ってください。

(1) B又は HBの黒鉛筆又はシャープペンシルを使用してください。

(2) 受験番号欄に受験番号を，生年月日欄に受験票の生年月日 を記入してください。

正しく記入されていない場合は，採点されないことがあリます。生年月日欄につい

ては，受験票の生年月日を訂正した場合でも，訂正前の生年月日を記入してくださ

し‘o

(3) 選択した問題については，次の例に従って，選択欄の問題番号を0印で囲んで

ください。〇印がない場合は，採点されま

せん。 3問以上0印で囲んだ場合は，はじ （問 1'問3を選択した場合の例〕

めの 2問について採点します。

(4)解答は，問題番号ごとに指定された枠内

に記入してください。

(5) 解答は，丁寧な字ではっきリと書いてく

ださい。読みにくい場合は，減点の対象に

なリます。 問4

注忍事項は問題冊子の裏表紙に続きます。

こちら側から裏返して，必ず読んでください。
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問 1 建設業におけるグローバルな環境での業務遂行体制の確立に関する次の記述を読

んで，設問 1~3に答えよ。

A社は，工場研究施設及び大規模なプラントの建設を主とする建設業の会社であ

る。近年の国内市場の縮小に伴い，海外市場への事業拡大が課題となっておリ，グ

ローバルな環境での業務遂行体制（以下，グローバル体制という）の確立が中期経

営計画の柱となっている。

A社ではこれまで，経済の発展が見込まれる海外地域に子会社（以下，海外子会社

という）を設立し，海外子会社の自助努力によって海外市場を開拓してきた。海外

子会社は独自の業務遂行体制や業務処理手法をもち，情報も個別に管理している。

最近では，コーポレートガバナンスの観点から， A社及び各海外子会社を含めたグル

ープ全体の経営状況や業務の遂行状況を，本社で迅速かつ正確に把握し，リスクに

対して事前に対応することが求められている。

A社の情報企画部は，中期経営計画を受けて， A社の全体システム化計画を策定し

ている。情報システムの整備は，これまで，戦略層，業務層，情報基盤層に分けて

計画し，各層への予算配分は特定の層に偏らないようにバランスを保つことを基本

ルールとしてきた。

〔業務上の課題〕

情報企画部は，グローバル体制を確立する上で，現行業務には次のような課題が

あると考えている。

1. 海外工事の損益予想の仕組みづく り

A社では，海外工事の場合， 1件当たリの工事金額が大きいので，個別工事の損益

が，決算予想に影響する。個別工事の損益は，現在の原価の実績，及び今後の原価

の予想によって変動する。

これらの点から，本社，海外子会社及び建設現場が関わる設計，調達，工事の状

況を全体的に把握し，様々な情報から，海外工事の損益予想を正確に行う必要があ

リ，そのための仕組みづくリが課題となっている。

2.海外子会社の状況把握

A社では，過去に，海外子会社が独自に受注した工事で思わぬ損失を被ったことが
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決算直前に判明し，連結決算に大きな影響を与えたことから，外部へ公表する決算

の期末予想を修正することになったケースがあった。

このケースを教訓に， A社の経営者は，投資家の信頼を高め，また経営の基盤を安

定させるためにも，信頼性が高い期末損益予想を把握したいと考えている。

3.工事管理情報を正確に集約する仕組みづくリ

A社では，これまで，個別工事の管理資料を四半期ごとに集約して，部門ごと及び

全社の会計報告資料を作成してきたが， 個別工事の管理資料が必ずしも正確に集約

されているわけではなく，結果として，期末に原価予想がずれる ことがあった。

この問題を解消するために，個別工事の進捗やコストの管理情報が会計報告資料

に直接結び付くよう，工事管理情報を正確に集約する仕組みが必要となっている。

4.業務遂行形態と識別コード

大規模な海外工事の遂行に当たっては，ライバル企業とジョイントベンチャ（以

下， JV という）を組み，共同で受注することが多い。この場合，業務遂行時には，

顧客や JVの社員が A社内に常駐し，同じ作業場所で作業する形態をとる必要があリ，

JVの社員にも A社の識別コードを設定している。その結果， JVの社員にも A社の社

員と同等の通信ネットワーク網へのアクセス権限が設定されておリ，情報セキュリ

ティの観点からの見直しが求められている。

〔海外子会社の課題〕

1．システム運用コストの増大

海外子会社は，情報システムなどの管理業務に掛けられる予算が少ない。

会計システムも地元の業者に委託して個々に導入しているので，ささいな機能変

更でもそのたびにコストが掛かリ，海外子会社の運用コスト増加の要因となってい

る。

2.情報通信環境整備と情報活用

各国，各地域の通信環境の整備状況が異なリ，情報通信基盤は統一されていない。

海外子会社からは，業務遂行時に本社の情報を参照できないので，業務が非効率

になっていたリ，業務手順が本社の業務規程から外れていたリするなどの問題点を

解消してほしいとの要求が本社に寄せられている。
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3. 要員識別コードの二重管理

海外子会社で採用されるエンジニアは，各海外子会社の個別の識別コードで管理

されているが，本社に派遣された場合は本社の識別コードで管理される。

その結果，一人で複数の識別コードをもつことになリ，グループ全体の要員を把

握する上で障害となっている。

（本社システム部の課題〕

1. システム開発費用の負担方法

本社システム部が管理する予算の 7割は運用のための固定的コストであリ，新規

開発に向けることができる予算は 3割にとどまっている。本社システム部としては，

新規開発予算を確保する ことが困難になっておリ，システム開発費用を受益者に負

担してもらう仕組みを制度化した。グローバル体制確立のためのシステム開発賀用

も，受益者となる海外子会社に，利用度に応じて公平に負担してもらう必要がある

と考えている。しかし，海外子会社の状況から，システム開発費用の負担を迫ると，

導入の抵抗勢力になったリ ，導入自体を拒否されたりするおそれがある。

2.運用要員への負荷

本社システム部の運用コストの大部分が，サーバなどのハー ドウェアの運用コス

トで占められている。運用要員への負荷が高く，残業も多い。

本社システム部は，コストセンタの位置付けにあリ，要員の補充は難しく，海外

子会社からのサポート依頼に対して対応しきれていない。

3. サーバ台数の増加

運用要員への負荷が高くなっている大きな要因は，個別システムのための開発 ・

検証用のサーバが見直されることなく運用されているので，数百台規模のサーバ群

となっておリ，その維持 ・運用 ・管理に多くの時間を取られている点にある。個々

のサーバについて用途や利用状況を見直し，運用負荷を低減するための対策が必要

となっている。

〔全体システム化計画〕

これらの課題に対する検討を踏まえて，情報企画部は，グローバル体制確立のた

めの全体システム化計画について，戦略層，業務層，情報基盤層のアクシ ョンプラ
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ンを表 1~3のように策定した。

表 1 戦略層のアクションプラン

目的 グローパル体制を横断的に管理するためのシステムを開発する。

テーマ グローパル会計システムの開発

グローバル体制の中で共通に利用できる会計システムを開発し，海外子会社が担

概要 当する工事の状況及び個別工事の原価の実絞と予想を，迅速かつ正確に把握し，

精度が高い期末損益予想を提供する。

表 2 業務層のアクシ ョンプラン

目的 グローパル管理に必要な情報を収集するためのシステムを開発する。

テーマ① 新工事管理システムの開発

概要
既存の工事管理システムを見直し，工事管理情報を会計報告資料に直接結び付け

る新システムを開発する。

テーマ② グローバル要員管理システムの開発

概要
グローバル体制の下で勤務する様々な要員を一元的に管理し，資格，権限，役

割，情報へのアクセス権限などの基礎情報を管理するシステムを開発する。

表 3 情報基盤層のアクションプラン

目的 グローパル体制で情報を活用するための情報基盤を構築する。

テーマ① 通信ネットワーク環境の構築

様々な要員が参加するグローバル体制において，情報セキュリティが確保された

概要 共通の通信ネットワーク網を構築して，必要な要員が必要な情報だけを参照でき

るようにする。

テーマ② グローバル情報連携基盤の設計・構築

概要
通信ネットワーク上のシステム間や異なる場所同士で，情報を連携して活用する

ための情報連携基盤を設計し，構築する。

設問 1 戦略層のアクションプランについて，（1), (2）に答えよ。

(1) グローバル会計システムの導入が海外子会社に円滑に受け入れられるよう

にするために，海外子会社の状況を踏まえ，本社システム部が考慮すべきこ

とを， 30字以内で述べよ。

(2) グローバル会計システムの導入の前提として，本社システム部が海外子会

社の運用をサポートできるようにするために実施すべきハードウェア面，及

び要員面の対策を，それぞれ30字以内で述べよ。
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設問2 業務層のアクションプランについて，（1),(2)に答えよ。

(1) 新工事管理システムの開発で，進捗やコストの管理情報を会計報告資料に

直接結び付ける狙いを，40字以内で述べよ。

(2) グローバル要員管理システムの開発の前提として，見直すべきことを，25

字以内で述べよ。

設問3 情報基盤層のアクションプランについて，（1), (2)に答えよ。

(1) 通信ネットワーク環境の構築に際して，あらかじめ情報セキュリティに関

して講じるべき対策を，30字以内で述べよ。

(2) グローバル情報連携基盤の設計 ・構築の際に，海外子会社に提供すべき機

能を， 30字以内で述べよ。
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問2 食品メーカの業務改善に関する次の記述を読んで，設問 1~3に答えよ。

B社は，食品メーカである。主な製品は，パン・菓子の加工材料である。顧客には，

全国の複数の工場でパン・菓子を製造している大手顧客の他に，地域の主要なベー

カリチェーン（以下，地域主要顧客という），及び個人経営のケーキショップ・ベー

カリショップ（以下，ショップという）がある。東京に本社が，地域ごとに支社が

あリ，支社が管理する地域に複数の営業所がある。また，東日本，西日本のそれぞ

れに，工場と製品倉庫が一つずつあリ，支社・営業所ごとに倉庫が併設されている。

パン・菓子の市場は，消費者の好みが多様化し，商品のライフサイクルが短くな

リ，新商品の開発，商品のリニューアルをすることから，加工材料に対する顧客の

様々な要求が出てきている。そのために， B社の製品も種類が増えている。また，大

口の受注が期待できる顧客ごとに不定期に企画される，新商品の販売開始，商品の

拡販などのイベントが増加している。 一方，“食の安全”という観点から，製造品質

を保証する製造トレーサピリティに加えて，顧客からは，工場，製品倉庫，倉庫で

の，保管時・輸送時の品質を保証する温度管理への要求がより厳しくなっている。

〔営業業務の概要と現状〕

本社の営業部が大手顧客を担当し，支社・営業所の営業部が地域主要顧客とショ

ップを担当している。顧客から受けた注文と注文内示は，受注情報として販売管理

システムに登録して管理する。本社の営業部が，販売管理システムの受注情報をま

とめ，全社の販売計画情報としている。

以前，多くのショップから，他社製品も含めて一括して納入してほしいという要

望があ り． B社では他社製品も同時に扱う ことによって，顧客を拡大してきた。他社

製品の取扱い時は，次のように行っている。

・ショップから他社製品の注文を受けると，担当する営業部員は他社に対して，納

期と仕入価格について交渉し，納品日，品名，数量を基に発注している。

•他社は，受注した製品をショップごとにこん包 して支社 ・ 営業所に納品する。ま

た，注文したショップごとに出荷情報と自社製品の製造情報を記録し， トレーサ

ビリティの管理をしている。

・担当する営業部員は，自社製品を倉庫の在庫から出庫して仕分作業を行い，ショ
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ップごとにこん包されている他社製品とともにショップヘ納入する。

B社の製品の種類が増えて， 受注の手間も掛かるようになっている。さらに，営業

部員は，ショップに納入するための仕分作業もあリ，地域主要顧客とショップヘの

訪問時間を十分に取れない。その結果，顧客から受けた定期的な注文内示は確認で

きているが，大口の注文となる地域主要顧客が行う特売などのイベントの企画情報

の確認が不足している。また＇注文の変更，小口の注文の追加が増えておリ，顧客

からは，その都度，希望どおり納入されるかどうか，早期の回答を求められている。

営業部員は生産計画の状況を把握していないので，納期を回答するために計画部に

問い合わせることになる。しかし，計画部の回答は遅れがちで，顧客への納期の回

答が遅くなリ，顧客から不満を受けることがある。

〔物流業務の現状〕

物流部は，全ての倉庫の設置・運用管理と輸送業務を担当している。

支社の倉庫は，それぞれ個別の基準で安全在庫量を設定して在庫を管理している。

製品の種類が増えたことによって安全在庫量の見直しが難しくなリ，在庫が増加し

ている。一方で，支社の倉庫の責任者によっては安全在庫量の設定を誤リ，支社の

倉庫の在庫が不足することがある。製品倉庫と支社の倉庫の在庫を合計すれば， B社

全体の在庫には余裕があるので，製品倉庫又は在庫に余裕がある支社の倉庫に補充

を依頼する。補充するときには，顧客への納入日を遅らせるように調整する場合も

ある。支社の倉庫によって，発注から納入までの所要日数の変動が大きく ，大手顧

客 ・地域主要顧客から，納入日数の指標を提供してほしいという要望がある。

B社の製品は，製品倉庫から支社の倉庫に輸送される。支社の倉庫に入庫されると，

営業所ごとに仕分され，営業所の倉庫に輸送される。大手顧客と地域主要顧客への

輸送は，支社の倉庫から輸送業者に依頼し，ショップヘの輸送は，担当する営業部

員が行う。輸送業者は，倉庫ごとに輸送コストが低い業者を選定している。その結

果， B社は，大手業者・地元の業者など，複数の輸送業者と契約している。輸送中の

製品の温度管理は輸送業者に任せているが，温度管理ができていない業者もある。
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〔計画業務の現状〕

計画部は，本社の営業部から通知された販売計画情報を基に販売予測情報を作成

し，生産計画を作成する。販売予測情報は，過去の販売実績を考慮して作成してい

る。しかし，製品の種類が増える一方で，製品のライフサイクルが短くなリ ，製品

ごとに蓄積される販売実絞の情報が少なくなっている。そこで，計画部の判断で見

込情報を加えて販売予測情報を作成している。使用している計画システムでは，営

業部員が販売管理システムに入力した顧客ごとの受注情報に対応して，生産計画の

予定と実績が分かるように情報を管理している。計画システムと販売管理システム

は接続していない。

製品の種類が増えたことによって，各製品の製造員が少ない多品種少棗生産とな

リ，注文の変更，小口の注文の追加も多いことから，生産計画の見直しを行って対

応している。しかし，イペントなどで大口の注文が急にあると，生産計画の変更が

間に合わず，受注できていない。

〔競争力向上の方針〕

B社では，市場の変化によって，製品の種類が増加し，製品ライフサイクルも短く

なリ，販売予測のずれなどから，在庫も増加してきた。そこで，企画部では，競争

力向上の方針として各業務の現状を踏まえて，在庫削減，コスト改善と食の安全ヘ

の対応を行うこととした。企画部は，物流部に物流業務の改善検討を指示した。

〔物流業務の改善検討〕

在庫削減とコスト改善のために，工場の近傍に新たに物流センタを設置し，自社

製品と他社製品の在庫を一括管理する。自社製品にも他社製品にも製造ロット番号

が付いている。物流センタに倉庫管理システムと仕分装置を，物流センタと各倉庫

に温度管理システムを，それぞれ導入する。

倉庫管理システムには，入庫管理，在庫管理，出庫管理，出荷情報管理， トレー

サピリティ管理の機能をもたせる。出荷情報管理では，出荷先の顧客ごとに，納入

先，日付，製品名，数量で構成する出荷情報を記録し，管理する。 トレーサピリテ

ィ管理では，出荷情報と出荷した製品の製造ロット番号を関連付けて管理する。

物流センタでは，製品の仕分を顧客ごとに行う。大手顧客と地域主要顧客への配
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送は，物流センタから行う。ショップヘ納入する製品は，支社 ・営業所の倉庫に輸

送し，従来どおリ，担当する営業部員が倉庫から持ち出してショップヘ納入する。

輸送業者を 1社とするが，選定基準は輸送コストの削減に協力する業者とする。

物流部はこれらの検討結果を企画部に報告したが，企画部は，輸送業者の選定に

関して，輸送コストの削減に加えて基準を追加するように指示した。

［営業業務の改善〕

物流業務の改善検討によって，支社・営業所の営業部員の負担が軽減され，担当

する地域主要顧客とショップヘの訪問時間を確保し，営業業務が改善される見込み

である。

また，企画部は，営業部員が顧客の不満を解決できるように，計画システムと販

売管理システムを接続して，業務に必要な情報を共有するために，計画部に検討を

指示した。

〔他社製品の取扱いの見直し〕

他社製品の発注は，営業所ではなく，本社の営業部でまとめて行う。また，これ

までのように支社・営業所に個別に納品するのではなく，物流センタにまとめて納

品し，仕分も B社で行う。この点については，他社も 了承済みである。

企画部は，他社製品の取扱いの見直しによって期待される利益改善について，本

社の営業部に検討を指示した。一方，他社は，今後も継続して，製品ごと，ショッ

プごとにトレーサビリティの管理をするために，物流部に対して必要な情報を提供

するように要求した。

設問 1 物流業務の改善検討について，（1), (2）に答えよ。

(1) 輸送業者の選定に関して追加する基準について， 25字以内で述べよ。

(2) 顧客の要望に対して可能となった点を，理由とともに 40字以内で述べよ。

設問2 営業業務の改善について，（1),(2)に答えよ。

(1) 企画部が，計画システムと販売管理システムを接続するように計画部に検

討を指示したことによって，顧客の不満をどのように解決できるかを，理由
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とともに 40字以内で述べよ。

(2) 営業業務の改善によって，支社・営業所の営業部員が確認すべき情報を，

30字以内で述べよ。

設問3 他社製品の取扱いの見直しについて，（1), (2)に答えよ。

(1) 企画部が本社の営業部に指示した利益改善の施策を，その施策を実現可能

とした理由とともに 35字以内で述べよ。

(2) 物流部が他社に提供すべき情報を， 30字以内で述ぺよ。
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問 3 地方公共団体における IT管理に関する次の記述を読んで，設問 1~3に答えよ。

C県は，政策・施策を実現するために取リ組む事業（以下，事業という）に対応し

て，庁内で 100以上の情報システムを構築・運用している。庁内では各情報システ

ムを主管する部署（以下，主管課という）が定められており，情報システムの企画，

開発，運用を行っている。情報政策課は，庁内全体に関わる情報システムの主管課

であるほか，次のような IT管理の業務を行っている。

・ネットワーク，情報システム碁盤，庁内全体の PCの管理

• 5年ごとに策定される行政基本計画を基にして行う中期 IT計画の策定

・部署間で重複して運用している情報システムの集約を行う IT最適化

• IT費用を適正化するために行う，各主管課の情報システムに関する予算管理，企

画の審査，稼働後の事後評価

〔IT管理の取組の背景〕

C県では一般会計予算が減少する中，情報システム費用の低減が求められている。

しかし，情報システム費用の過半が保守・運用費用で占められていることもあリ，

大きな削減は難しい状況である。

情報政策課は，これまでもクラウドコンピューティング碁盤の構築によって機器

を集約したリ，採用するミドルウェアを絞り込むことによってライセンス費用を削

減したりしてきた。さらに，庁内全体の情報システムの棚卸結果から， OSとミドル

ウェアそれぞれについて，オープンソースソフトウェア (OSS)を含め，利用頻度が

高い幾つかのソフトウェアを技術参照モデル (TRM)における標準と定め，ライセ

ンス費用とソフトウェア使用料を庁内全体で集約できるようにした。各主管課に対

しては，情報システムの再構築時・新規構築時には TRMの標準ソフトウェアを採用

するように指導している。今回は，各主管課の情報システム投資の評価をよリ精緻

に行い，情報システム化対象案件の絞込みを進めることにした。

また，国の新たな施策実施に伴う事業の追加や，上層部から重点施策の変更指示

が発生する。このような場合，行政基本計画の実施期間中でも事業の優先度は変更

になリ，中期 IT計画で予定していたものとは異なる事業に対して，急きょ優先的な

取組が必要になることがある。
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近年は防災対策，景気浮揚政策に関する国からの事業が増えた リ，知事選挙で地

域振興 ・産業活性化を公約とする候補者が当選したリして，事業の見直しが発生し

ている。

このような背景から，情報政策課では，情報システムに関する企画審査と事後評

価の制度を整備するために， IT管理の取組を開始した。

〔IT管理の取組の概要〕

事業の予算については，財政課が毎年度，予算案策定時に審査を行っている。今

回の取組では，事業の実施に当たって情報システムヘの新規投資が必要な場合は，

財政課による審査の前に，情報政策課で企画審査・承認を行うことにした。その手

続は次のとおリである。

① 主管課は，必要な情報システム投資に関する情報システム企画書を作成して，

情報政策課へ提出する。情報システム企画書の主な記載項目は表 1のとおリであ

る。

表 1 情報システム企画書の主な記載項目

項目 内容

情報システム化の目的と必要性，情報システムの利用者，

情報システム化の概要 新業務の概要と情報システムの機能概要，情報システムの

構成，情報システムの規模，ソフトウェア開発挺

情報システムの非機能要求事項 信頼性，可用性

情報システムの構築の概要 調達方法，構築スケジュール

情報システム化の効果の目標 財政的効果，その他の効果

情報システム費用の概算額 情報システムの構築喪用，年当たリ定常費用

.“財政的効果＂：情報システム化によって達成できる収入増加額・経費削減額の 5

年間分の累計額

.“その他の効果”：財政的効果以外で，‘‘住民のための効果”,“業務プロセス改善効

果”といった，事業のバフォーマンスを定量化した値。事業，情報システムの特

性に応じて，主管課が評価指標と目標値を設定する。

.“情報システム費用” :5年間に発生する総所有コスト (TCO)
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.“情報システムの構築喪用”：機器費用，ソフトウェア開発工程ごとの費用

.“年当たリ定常費用＂ ：機器保守貴用，ソフトウェア保守費用，及び運用費用

② 情報政策課は，情報システム企画書を基に情報システムに関する企画審査を行

う。

・企画審査では，投資対効果が一定の基準値以上かどうかの評価結果と，情報シス

テム費用が情報システムの規模，ソフトウ ェア開発量と比べて適正かどうかの検

証結果から，承認の可否を判定する。ここで，投資対効果とは，‘‘財政的効果”と

“その他の効果”のそれぞれに一定の重みを乗じて，その結果を加算した値に対

する情報システム費用の比である。

・情報システムに障害が発生したときの事業継続対応への基準として，情報システ

ム化の目的，利用者の範囲，及び住民の生活•財産への影響度に応じて，情報シ

ステムの重要度を 5段階で評価する。

・情報システムに関する企画審査は，表 2に示す四つの投資種別に分類して行う。

投資対効果の評価における基準値は，投資種別によって異なる。また， ‘‘業務効率

向上のための投資”を除き，“財政的効果＂は考慮していない。

表 2 投資種別の分類

投資種別 内容

業務効率向上
業務の効率向上，コスト削減を目的とする情報システム投資

のための投資

戦略的投資
住民に対する新しいサーピスの提供，地域振興などのための情報システム整備

のように，特定の事業目的を実現することに重点を置いた情報システム投資

ネットワーク，認証基盤，クラウドコンビューティング基盤など，情報システ
基盤投資

ム基盤に関する投資

義務的投資 制度改正への対応，国から指定された情報システム整備などの投資

③ 主管課は，承認された情報システムに関する企画に従って構築された情報シス

テムの実態と，情報システム企画書との差異について，稼働直後と 1年間の運用

後に事後評価し，その結果を情報政策課に報告する。

〔情報システムに関する企画審査の結果〕

1．情報システム費用の見積り
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•主管課が情報システム企画書を作成する際，情報システム費用については，主管

課がベンダヘ見積依頼を して算定している。

•各主管課のベンダヘの交渉力の違いによって ， 同じベンダでも情報システム開発

に係るスキル別の作業単価が異なっていて，見積リが適正でない。

・見積結果の中には，総額だけで費用明細がない例もあリ，見積リの適正さを判断

できないものもある。

2.情報システムの信頼性 ・可用性レベルと重要度との不整合

・情報システムの非機能要求事項は各主管課で設定し，情報システムの重要度は情

報政策課で評価している。

・情報システムの信頼性 ・可用性のレベルと，情報システムの重要度とが不整合に

なっているものがある。箪要度が低いシステムでも，商い信頼性，可用性を実現

できる高性能サーバによる二重化構成となっている場合があリ，重要度が高い情

報システムと同程度の情報システム構築喪用，保守・運用喪用になっている。

3. 投資種別の割合

・中期 IT計画期間中の庁内全体の情報システム投資費用累計額に占める，各投資種

別の割合は，‘‘業務効率向上のための投資”に関わる喪用の割合が低く，“戦略的

投資",“義務的投資’'に関わる費用の占める割合が高い。

〔情報システムの事後評価の結果〕

1.稼働直後の事後評価の結果

・情報システム費用を低減させるために，積極的に OSSを導入した主管課があった。

しかし， ossは販売業者ごとに僅かに差異があリ，庁内全体では同様の機能をも

つ派生の OSSが多数導入され始めていた。これら派生の OSSに関する保守・運用

作業を，別々のベンダに委託しておリ，費用を重複して支払っている。

2.運用 1年後の事後評価の結果

・重要度の低い情報システムの方が，高い情報システムに比べて運用喪用が相対的

に高くなっている。

• 主管課から “その他の効果”も含めて評価結果が良好であるという報告があった

ものについて，情報政策課で調査した。その結果，サーピスを利用する住民がほ

とんどいなかったり，情報システムに関する作業負荷が高くなって，職員の残業
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時間が増加している利用部署があったリする。

情報システムに関する企画審査の結果，及び情報システムの事後評価の結果を受

けて，情報政策課は， CIO補佐官や外部コンサルタントなどの第三者の活用を考えて

いる。

設問 1 情報システムに関する企画審査の手続について，（1）,(2)に答えよ。

(1) 情報システム貴用算定の課題への対策として情報政策課が決めておくべき，

各主管課での情報システム費用算定時のルールを二つ挙げ，それぞれ 35字以

内で述べよ。

(2) 情報システムの運用費用の高額化対策として，情報政策課が情報システム

に関する企画審査の取組に当たリ，事前に提示しておくべきものを， 40字以

内で述べよ。

設問2 情報システムに関する企画審査において，‘‘業務効率向上のための投資＂に関

わる費用の割合が低く，“戦略的投資”,“義務的投資”に関わる費用の占める割

合が高くなっている理由を， 45字以内で述べよ。

設問3 情報システムの事後評価について，（1),(2)に答えよ。

(1) 実態と合わない良好な評価結果が報告されていることに対して，実施すべ

き対策を， 35字以内で述べよ。

(2) ossの保守・運用費用を低減させるために，情報政策課が実施すべきこと

を， 25字以内で述べよ。
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問4 産業機械メーカの製品企画に関する次の記述を読んで，設問 1~3に答えよ。

D社は，産業用ロボットと NC工作機械を主要製品とする産業機械メーカである。

国内と海外に生産工場をもち，少量多品種の製品は国内工場で，大量生産品は海外工

場でそれぞれ生産することによって，製品の競争力を確保しつつコストを抑えている。

主要製品の納入先である製造業は景気に左右されやすく，景気が悪い時期には設備投

資を抑えるので，産業機械メーカは安定した業績を上げることが難しいという問題が

ある。さらに，製造業全体が成熟期にあるので，産業機械メーカが今後，現在と同レ

ベルの業績を確保し続けるのは難しいのではないかという見方もある。

そこで D社は，自社の保有技術を活用し，安定した売上と成長が見込める新製品

を開発する方針を決めた。

〔製品企画〕

D社の ITストラテジストである E氏は，自社の新製品開発方針を立案するために，

D社の主要顧客である製造業の市場調査を行った。調査の結果，労働者の高齢化によ

って，工場内で重い部品・製品を運ぶ作業が難しくなったリ，腰を痛めたリする問題

が増加していることが分かった。工場内作業については，労働安全衛生法の指針に従

い，自力作業の可搬重蜃を 20kg以下に制限し，さらに重量が 100kgを超えるものは

専用のリフタ，チェーンプロックなどの搬送設備を用いる企業が多い。これらの点か

ら， 20kgを超え 100kgを下回る程度の重呈のものを持ち上げて運ぶ作業で問題が多

く発生していることが分かった。

この調査結果を踏まえて， E氏は，新製品のイメージを固めながら， D社にとって

未知の新市場も対象にした新製品の企画を検討することにした。そこで，公開されて

いる調査結果を参照し，社会全体で裔齢化が進む中で，製造業と同様の問題が他の分

野でも発生しているのかどうかを調べた。その結果，介護，運輸，農業，防災などの

現場でも，それぞれ人やもの（以下，対象物という）を運ぶ作業で同様の問題が増加

しつつあることが分かった。

E氏は，調査した分野の中でも，特に介護現場における新製品の需要が， 5年後に

は約 1万台と大きく伸びると考え， D社幹部に次のように提言した。

• まず，製造業向けの新製品を国内工場で生産し，市場に投入する。
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・次に，製造業向けの新製品の設計を基に，介護，運輸，農業，防災など，他の分

野向けの新製品を設計 ・開発し，展開する。

この提言を実現するための戦略の一つとして， E氏は，“狭い場所で， 100kgまで

の対象物を 1人で運ぶことができる製造業向けの新製品”を企画し，システムアー

キテクトの F氏に構想設計をまとめるよう依頼した。

〔新製品の構想設計〕

F氏から報告された新製品の構想設計は，センサ，アクチュエータ，制御部，重量

物を支えて使用者の負荷を軽減するための外骨格，膝当てや腰当てなどの防護部から

成る，人が装着する製品（以下，パワードスーツという）であった。 F氏の説明によ

ると，このバワードスーツは，バランスを保ったり，障害物を検知したりするのに，

パワードスーツを装着する人間の感覚と身体能力を利用して，100kgまでの対象物を

運べるように最大 80kgfの力で人間をアシストするというものであった。

D社の今までの製品が操作者や障害物と接触することがない場所に設置される据付

け型だけであったのに対し， E氏は，バワー ドスーツについて次のように考えた。

・D社が手掛けたことのない身体との接触度が高い製品であリ，また，使用者や使

用場所の自由度が高い製品である。

・誤った使い方をすると事故を起こすおそれがあるので，使用方法の講習を受講し

た者に使用を限定する必要がある。

• 本来の使用場所の外に持ち出されるおそれがある。

E氏は， D社の国内工場でバワードスーツを生産した場合， 1製品当たり 70万円

程度で販売できると試算した。また， D社が現場事情を熟知している製造業において

は，バワードスーツがどのような場面で有効活用されるか想定でき，そのための製品

開発における問題抽出と課題設定は比較的容易であると考えた。販売面でも， D社は

製造業の分野では知名度が高いので販売しやすいと考えた。

E氏は，バワードスーツがもつ特徴を考慮し，製品開発に先立ち，生産方法，品質

管理方法，取扱説明書の記載方法などにおいて遵守すべき法規制，許認可などを，関

連部門と協力して調査することにした。
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〔製品展開〕

D社は，構想設計に基づき，製造業向けパワードスーツの開発を行った。 D社が製

造業向けバワードスーツの開発を完成させたのと同時期に，総合医療機器メーカであ

るX社が，介護現場向けに，パワードスーツを来年度から月産30台を目標に， 50万

円程度の価格で発売すると発表した。

x社は，介護ベッド，車椅子などの介護現場向け製品の 2大メーカの一つで，競合

メーカの Y 社とともに，介護現場では古くから知られている会社である。 X社は介

護現場の事情と要求をよく把握しておリ，以前から系列企業である電機メーカの Z

社と提携して，センサ，アクチュエータ，制御ソフトウェアの技術を獲得し， X社の

製品が普及している介護現場の要求に応えられるパワードスーツの開発を進めていた。

E氏は早速 x社のバワードスーツについて D社の新製品と比較分析するよう F

氏に依頼した。その結果報告は次のとおリであった。

・X社のバワードスーツは，重い対象物を運ぶ場合は，複数のバワードスーツ装着

者で運ぶことを前提にしているので，アシストする力を最大 30kgfに抑えている。

・バッテリ容量，アクチュエータが小さく，製品全体の構造もシンプルで頑強とは

いえないが，装着すれば誰でもすぐに使用できる。

さらに， E 氏が X社の生産環境を調査したところ， X 社ではパワードスーツを呈

産できる工場をもっておらず， z社の国内工場で生産する予定であることが分かった。

z社の生産ラインは， D社の国内工場とほぼ同様の規模である。

E氏は F氏の報告を受け， 今後需要が大きく伸びると見込んだ介護現場向けのパ

ワードスーツについて， D社幹部に次のように提言した。

・企画時には， Y社と提携して，介護現場の事情と要求を把握するとともに，後発

メーカとしての利点を生かす。

• 生産時には， X社の製品に勝る競争力をもたせることを目標とする。

・販売時には， Y社のプラン ド製品として販売することによって，いずれは市場シ

ェア 1位を目標とする。

霞

午

〔新製品への機能追加の検討〕

E氏は，完成したバワー ドスーツに対し，使用者を制限する機能を組み込むべきと

判断し，機能追加の検討を F氏に依頼した。
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F氏からは後日，登録された複数の使用者だけが使用できるように制限する機能に

ついて検討した結果が報告された。報告では， IDとパスワードによる認証方法は低

コストであるが，第三者に盗み取られる危険性があるので，生体認証機能を組み込む

方法が提案された。

E氏は F氏の報告内容を検討した上で，さらに，登録された場所でだけ使用でき

るように制限する機能，使用履歴を残す機能の検討を F氏に依頼した。

殷問 1 〔製品企画）について，（1),(2)に答えよ。

(1) E氏が，新市場も対象にした新製品の企画を検討することにした理由を，

20字以内で述べよ。

(2) E氏がまず，製造業向けの新製品を設計・開発することにした理由を， 40

字以内で述べよ。

殿問2 〔新製品の構想設計〕と〔製品展開〕について，（1)~(3)に答えよ。

(1) E 氏が，製品開発に先立ち，遵守すべき法規制，許認可などを，関連部門

と協力し調査することにしたのは，新製品のどのような特徴を考慮したからか。

35字以内で述べよ。

(2) D 社が，介護現場向けの新製品を生産するに当たり，生産段階でもたせる

べき競争力と，そのために実施すべき施策を，それぞれ15字以内で述べよ。

(3) E氏が，介護現場向けの新製品を Y社のプランド製品として販売すること

を， D社幹部に提言した理由を， 35字以内で述べよ。

設問3 〔新製品への機能追加の検討〕について，（1), (2)に答えよ。

(1) E氏が，バワードスーツの使用者を制限する機能を組み込むべきと判断した

理由を， 40字以内で述べよ。

(2) E 氏が，登録された場所でだけ使用できるように制限する機能の検討を F

氏に依頼した目的を， 40字以内で述べよ。
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〔メ モ用 紙 〕
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〔メモ用紙〕
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6. 退室可能時間に途中で退室する場合には，手を挙げて監督員に合図し，答案用紙

が回収されてから静かに退室してください。

I 退室可能時間 | 13:10~ 13:50 | 
7. 問題に関する質問にはお答えできません。文意どおり解釈してください。

8. 問題冊子の余白などは，適宜利用して構いません。

9. 試験時間中，机上に置けるものは，次のものに限ります。

なお，会場での貸出しは行っていません。

受験票，黒鉛筆及びシャープペンシル (B又は HB),鉛筆削り，消しゴム，定規，

時計（時計型ウェアラプル端末は除く。アラームなど時計以外の機能は使用不可），

ハンカチ，ポケットティ ッシュ，目薬

これら以外は机上に置けません。使用もできません。

10. 試験終了後，この問題冊子は持ち帰ることができます。

11. 答案用紙は，いかなる場合でも提出してください。回収時に提出しない場合は，

採点されません。

12.試験時間中にトイレヘ行きたくなったリ，気分が悪くなったリした場合は，手を

挙げて監督員に合図してください。

13. 午後IIの試験開始は 14:30ですので， 14:10までに着席してください。

璽

午

試験問題に記載されている会社名又は製品名は，それぞれ各社又は各組織の商標又は登録商標です。

なお，試験問題では， TM及びRを明記していません。

c2015 独立行政法人情報処理推進機構
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